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む　す　び

は　し　が　き

　実質国民総支出の増加率（経済成長率）がどのような項目の増加によっ てもた

らされたのか，民問企業の設備投資や輸出の増加はどの程度その増加率の達成

に役立ったか，等を知ることは経済成長の要因を分析する上で有益であり ，こ

のための統計的測度が寄与度，寄与率である 。昭和５６年度の経済成長率３．５％

のうち輸出の増加による分が２．８劣であ って ，３．５％の８割（７９％）を占めてい

るのであるが，前者の２．８劣を寄与度，後者の７９劣を寄与率という 。これを一

般的に説明すると，寄与度，寄与率は集団全体の増加率に対して部分集団の増

　　　　　　　　　　　　　　　　　（７５９）
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加がどの程度貢献したかを表わす統計的測度であ って，集団全体の増加率Ｇを

都分集団の増加による分の和の秋こ分解した時の各項が寄与度であり ，それを

Ｇに対する比で表わしたものが寄与率であ って，集団の増加の要因分析に役立

つ。

　寄与度，寄与率の利用は昭和３１年項から始まり ，最初は寄与率が輸出入，鉱

工業生産，ＧＮＰ，消費者物価，卸売物価等の増加率の要因分析に使われてき

たのであるが，その後寄与度も用いられるようになり ，増加率の解剃こ広く利
　　　　　　　　　　１）
用されるようにな った。このような実際的利用の高まりにもかかわらず，寄与

度， 寄与率の統計的測度としての性質は余り解明されることがなく ，また統計

学のテキストや辞典においてその名を見いだすことは稀であり ，言わば無視さ

れてきたのが実情であ って，最近ようやく寄与度，寄与率を説明するものが見
　　　　　　　　　　　　　　２）
られるようになったにすぎない。筆者はかつて寄与度，寄与率の理論について

の研究を発表したことがあるが，理論の面ではそれ以後も余り進歩はたいよう
　　　　３）
に思われる 。

　従来寄与度，寄与率はラスパイレス式による生産指数，物価指数や，輸出入 ，

ＧＮＰなどの総計値及び家計の平均消費支出等の増加率の要因分析に使われて

きたのであるが，それは更にバーシ ニ式による指数や平均賃金，その他いろい

ろな平均及びこれら以外の統計的測度の増加率の要因分析にも適用することが

必要である。また，集団の変化は増加率によっ て測定するだげではたく増分に

よっ て測定することもできるから，絶対値以外の多くの統計的測度の増分の要

因分析に寄与度，寄与率を利用することも有益である。ところが，現在使われ

ている寄与度，寄与率の求め方では多くの平均やパーシ ェ式指数には適用でき

ないのであり ，また増分への適用は絶対値のデータの場合にしか行われていな

い。 そこで，寄与度，寄与率の理論を　般化してそれの適用範囲の拡大の基礎

を確立することが必要である。そして，寄与度，寄与率の実際間題への適用に

伴う問題点を解明し，また得られた結果の見方，使い方を実例によっ て説明す

ることは，それの利用を容易にし誤用を防ぐ上で有効であろう。本稿の目的は

このようた寄与度，寄与率の理論の　般化とその応用を説明することにある 。

　　　　　　　　　　　　　　　　（７６０）
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１　寄与度，寄与率の理論

　１－１寄与度，寄与率の役割

　１．寄与度，寄与率の理論はまず，統計的測度としての寄与度，寄与率の役

割を明確にすることから始めたげれぱならない 。

　統計は杜会集団現象の大きさと構成を表わす数字であるが，統計調査（集団

の要素の個別観察，分類，集計）により得られた数字（基礎統計値）だげではなく ，

それに何らかの解析を加えて求めた集団の特徴を簡約的に表わす数字（誘導統

計値）　　平均，分散度，比率等であ って，これらを統計的測度と呼ぷことに

する　　によっ ても，杜会集団現象は記述される。従 って，杜会集団現象の変

化は基礎統計値の増加率で測定するだげではなく ，これらの統計的測度の増加

率によっ ても測定することができる。そして，杜会集団現象の大きさの変化は

普通は集団内部の構成の変化の結果であるから，基礎統計値ないしは統計的測

度の増加率で集団全体の量的変化を測定すると同時に，それと集団構成の量的

変化との関係を明らかにすることカミ必要である。そのために部分集団の増加率

を求めるのが普通であるが，増加率によるのでは全体と部分の量的変化の関係

を正確に認識することができない。それは，集団全体に占める割合が小さい部

分集団はいくら増加率が高くても全体の増加に及ぼす影響は余り大きくなく ，

逆に割合が大きい部分集団は増加率が低くとも全体を大きく増加させることに

なるからである。従って，部分集団の増加率だげではたく部分集団が集団全体

に占める割合（構成比率）を併せて考察しなげれぱならたい。寄与度，寄与率

はこの欠点を補うものであ って，部分集団の増加が集団全体の増加に寄与した

程度をその値の大きさで示し，寄与の方向（フラスまたはマィナス）をその符号

で表わすのであり ，全体の増加の構造を分析する統計的測度であるといえる 。

　統計学では加重平均，総合指数，標準化等，杜会集団現象の複雑な構成を１

個の統計的測度で要約的に表わし，それの増加率（または増分）によっ て集団全

体の量的変化を測定する方法が発達してきたのであるカミ，集団の変化の構造分

　　　　　　　　　　　　　　　　（７６ユ）
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析については不十分であり統計理論上未開拓の分野といえよう 。ここに寄与度，

寄与率の理論的研究の統計学におげる重要性があると考える 。

　２　寄与度，寄与率は杜会集団現象の増加率の構造を分析するための統計的

測度であ って，杜会集団現象そのものの構造分析の測度ではないことに注意す

べきである。例えぱ，雇用者全体の平均賃金〃は産業別の平均賃金刎を雇用者

数割合ｚをウエイトとして加重平均したもの，すなわち”：　刎ｚであるが

（（１－１）参照），〃の構造を示す右辺の〃は〃に対する寄与度ではたく ，それ

を相対化した洲は寄与率ではない
。寄与度は〃の増加率・（一 砦：一・）

を， Ｇに対する各産業の平均賃金の増加の寄与の程度と方向を表わす値の和に

展開した時の各項であ って，Ｇの構造を明らかにするのである 。

　そして，杜会集団現象の増加率の要因を調べる方法に「要因分解法」ともい

うべきものがある。一例を挙げると，昭和５８年版『通商白書』において石油危

機による交易条件の悪化が実質所得の減少に及ぼした影響を，要素交易条件の

変化の要因分解によっ て調べている。すたわち，要素交易条件ＴＰは交易条

件丁と労働生産性Ｐとの積（ＴＰ）：Ｔ×Ｐであるから，要素交易条件の増加率

は

　　　　（ＴＰ）」１＝（ＴＰ）ｒ（ＴＰ）・＝Ｔ・× ＰｒＴ・× Ｐ・

　　　　（ＴＰ）。　　　（ＴＰ）。　　　Ｔ。×
Ｐ。

　今〃＝Ｔ。一丁。， 〃＝Ｐｒｐ。とすると上の式は次のようになる 。

　　　　 （ＴＰ）
・１＝ ”十”〕十”

×」Ｐ　　　　　　　　　 （１）

　　　　（ＴＰ）。　　ｒ．　ｐ．　Ｔ．　１〕

これによっ て要素交易条件の増加率が，交易条件の変化による要因（右辺第１

項）と労働生産性の変化による要因（第２項）及び両者の複合（第３項）に分解

される。この方法による分析の結果，１９７０～８０年に目本は欧米諸国に比べて交

易条件の悪化は一番大きいが，労働生産性の向上が著しいために要素交易条件
　　　　　　　　　　　　　　　４）
の低下を回避し得たことがわかる 。

　この場合（１）の右辺の各項は当然要素交易条件ＴＰの増加率に対する寄与度と

いえる。しかし，これはＴＰが交易条件丁と労働生産性Ｐの２つの要因によっ

て決まることから，ＴＰの増加率に対する２つの要因の寄与の程度と方向を表

　　　　　　　　　　　　　　　　　（７６２）
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わすのであり ，われわれの言う集団全体と部分集団の量的変化の関係を測定す

る， 増加率の構造分析のための寄与度とは同じではたい。増加率の構造分析の

ためには，要素交易条件を何らかの構成項目の和で表わしてその構造を明らか

にし，要素交易条件の増加率に対する個々の構成項目の増加の寄与を，交易条

件の変化による分と労働生産性の変化による分とに分離して測定することが必

要であり ，われわれの寄与度はこの役割を果たすものである。要するに，要因

分解法は増加率を規定する要因の寄与の分析を集団全体として行うのに対して
，

われわれの方法はそれを部分集団に分げて行う点で異たるのである
。

・・ 杜会集団現象・の変化は増加率・（÷・）によっ て表わすだげでな
く， 増分」「（：ｙ。一ｒ。）によっ て表わしてもよい。しかし，〃は同じ値であ っ

ても，ｙ。が大きい時は集団の変化は僅かであるが，「。が小さい時は集団は大

きく変化したことになり ，その重要性に違いがあるから，杜会集団現象の変化

は増加率で測定する方が正確な認識が得られる。統計的測度の中には集団の変

化を増分で表わすのが普通のものがある。例えば，エソゲル係数は昭和４５年

（３４．１％）から５５年（２９．Ｏ劣）の１０年問に５．１ポイソト低下した，死亡率は同じ

１０年間に（人口千人当り）６．９から６．２になりＯ．７ポイソト減少した，などとい

われる。それはｙの値に大差がないために増分１ｙの重要性の違いが余り問題

にならない場合である。そして，集団の変化を増加率で測定した時でも増分で

測っ た場合でも寄与率は全く同じ値であり ，寄与度はそれを増加率べ一スかま

たは増分べ一スに言い替えたものにすぎず，また増加率で測定した時でも寄与

度， 寄与率の計算は増分のデータによっ て行うのであるから，寄与度，寄与率

に関しては増加率の場合と増分の場合を区別すべき必要性はたいといえる。従

って，寄与度，寄与率の定義としては増加率の構造分析のための統計的測度と

規定すれぱ十分であろう 。

　更に，杜会集団現象の時間的変化でたく場所的相違を比較する時は，集団の

違い纏礎統計値や統計的測度の比率たいしは差によって格差率・（十
１）

または格差〃（＝ｙ。一Ｘ。）として表わされるから，それに対して部分集団の違

いがどの程度寄与したかを知るのに寄与度，寄与率を利用することができる 。

　　　　　　　　　　　　　　　　（７６３）



８　　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第３３巻 ・第６号）

しかし，集団現象の場所的比較への適用は時問的比較の場合の応用にすぎず ，

それに特有の理論的問題は存在しないから，「寄与度，寄与率は集団全体の増

加率に対して都分集団の増加が寄与した程度と方向を表わす統計的測度であ

る」と規定することができる。そして統計理論上の位置付げは，同種集団の比

較のための統計的測度である増加率の系とすれぱよいであろう 。

　　全体と部分の比較……構成比率　　　　　　特化係数

１同一団一／ｒ１膿辮
襲∴
＿＿率｛蓑叢

　１－２集団構造の加法性のタイプ

　１．集団全体の増加はそれを構成する部分集団の増加の総合結果であるから ，

集団全体の増加率を各部分集団の増加による分の和に分解することによっ て，

寄与度，寄与率が求められる。そのためには全体集団の値が部分集団の値の和

で表わされる，換言すれぱ，統計値（基礎統計値及ひ統計的測度）が集団構造を

加法的に表わすものでなけれぱたらたい 。

　例えぽ，雇用者の平均賃金〃は，雇用者総数を１Ｖ，支払い賃金総額をｙと

し産業別の雇用者数を ・１ 賃金総額をル平均賃金を榊（一
÷）
・雇用者

数割合をら（一 箒）とすると
・・也であるから

　　　作寿一辛“素午酬　　　　　　　 （１－１）

すなわち，雇用者全体の平均賃金は産業別の平均賃金を雇用者数割合をウェイ

トとして加重平均したものであり ，このような場合を集団構造を加法的に表わ

すというのである。従って，産業別平均賃金吻の分散 ０２ も

　　　　　　１　　　　 ・２一押（刎ｒ”）
２・１“（刎ｒ”）

２ら 　’
　　　

（１・２）

であり ，産業別平均賃金の格差 刎，一”の２乗を加重平均したものであって集

　　　　　　　　　　　　　　　　（７６４）



　　　　　　　　　　　寄与度 ・寄与率の理論と応用（関）　　　　　　　　　　　　９

団構造を加法的に表わすから，その増加率に対する寄与度，寄与率を求めるこ

とができる 。

　２．統計値が表わす集団構造の加法性には若干のタイプがあるから，そのタ

イプごとに寄与度，寄与率の式を導いておくと，以後は同じタイプの場合はそ

れから直ちに寄与度，寄与率の式を求めることができる。集団構造の加法性は

基本的には次の３つのタイプに分げることができる 。

　（１）国民総支出（ＧＮＥ）は民問消費，政府消費，投資たどの和であり ，ま

た１世帯当り平均消費支出は食料，住居，被服等の支出の合計である。これら

の場合は統計値Ｘが構成項目幻の合計

　　　　Ｘ＝　々　　　　　　　　　　　　　　　　（１－４）
　　　　　　乞
であり ，Ｘの増加は幻の増加によっ て決まるから，構造要因は１個である 。

ＧＮｌＥや平均消費支出の各構成項目は更に細分される。それを 北〃で表わすと

　　　　Ｘ＝　　切　　　　　　　　　　　　　　　　（１－５）
　　　　　　‘　　后

であり ，構造要因１個で２重和の場合になる 。

　（２）先に述べた雇用者の平均賃金（１－１）の場合は，統計値Ｘが部分集団の

値北，を単位数割合Ｚ，で加重平均したもの

　　　　Ｘ＝　〃ケ　　　　　　　　　　　　　　　（１－６）
　　　　　　元
であり ，Ｘの増加は 九， とＺ、の増加によっ て決まるから構造要因は２個であ

る。 たとえ産業別平均賃金は不変であ っても，賃金の低い産業から高い産業へ

雇用者が移動すると雇用者全体の平均賃金は上昇することになるから，（１－６）

においてＺ，の増加は重要な意味をもつのである。そして，賃金を定期給与 ，

超勤手当，賞与などに分ける時は，それを仙で表わすと

　　　　Ｘ＝　ル
鳩１ゴ

　　　　　　　　　　　　　　（１－７）
　　　　　　｛　后

であり ，構造要因２個で２重和の場合になる 。

　（３）雇用者を産業（乞）と地域（ゴ）によっ てクロス分類した場合，産業別 ，

地域別の雇用者数を榊支払い賃金総額を・・
平均賃金を榊（一１：１）

・雇

用者数割合を！
・（一 詳）とすると・・一　醐であるから，雇用者の平均

（７６５）
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賃金〃は

　　　　加弄“瑞等“眺～　　　　　 （１刊
である。この場合は統計値Ｘが２重分類された部分集団の値切を，単位数割

合ｚ，７ をウエイトとして加重平均したもの，すなわち

　　　　Ｘ：　ル１ル　　　　　　　　　　　　　　（１－９）
　　　　　　４　４

であり ，構造要因は尤，１ とＺ，１の２個である。なお，尤，７ を更に構成項目に分

げる時は，それを榊后で表わすと

　　　　Ｘ＝　　ル桃Ｚ〃 　　　　　　　　　　　　（１－１０）
　　　　　　４　５　后

であり ，構造要因２個の３重和の場合になる 。

　以上集団構造の加法性の６つのケースを述べたのであるが，数学的にはタイ

プが同じであれぽ同一結果になるから，（１－５）の場合は（１－４）の結果を２重

和で書げほ得られ，（１－７）及び（１－９），（１－１０）の場合も（１－６）の結果から容

易に導くことがきる。従って，基本的には（１－４）と（１－６）の場合だげを述べ

れぱよいことになるが，寄与度，寄与率の性質の説明と応用の便宜上，それに

（１－９）を加えた３つのタイプについて，寄与度，寄与率の式を求め，それの特

徴を説明する 。

　１－３構造要因１個の場合

　１　（１－４）の構造要因１個の統計値

　　　Ｘ＝　〃
　　　　　　‘

の１時点に対する２時点の比率を求めると

妻一 勢一哨聖
Ｘ及び幻の増加率をＧ，釣で表わすと

　　　　・一 麦１・・一１：：１

であり ，これを（２－２）に代入すると

（２－１）

（２－２）

（２－３）

…一別・・）董“美他董
（７６６）



　　　　　　　　　　　寄与度 ’寄与率の理論と応用（関）　　　　　　　　　　　　１１

右辺第１項は（２－１）より１になるから

　　　　・一

串董　　　　　　　　
（外・）

　　　　１一

将美　　　　　　　　
（・一１）

（２－４）の右辺の各項カミ寄与度であり ，（２－５）の右辺の各項が寄与率である
。

（２－４），（２－５）に（２－３）を代入すると次の式が得られる
。

・一 亭九２

ヂ
（２－６）

　　　　１一

残考　　　　　　　　
（ム・）

これから寄与度，寄与率は増加率９，Ｇを用いないで，増分伽 一尤。‘， Ｘ。一Ｘ。

によっ ても求め得ることがわかる。今寄与度を０刀，寄与率をＣで表わすと ，

（２－４）～（２－７）より

　　　　　　　五１ケ　　　　　北２クー北１５
　　　　ＣＤＦ＆疋または 　ム 　　　　　　　

（２－８）

　　　　・一青青 または 董三芳　　　　　 （｝１）

（・一・）よ／寄与度 ・・は・と 青（これ１よ（Ｈ）よ１・鮪に柑る構成項目の

割合である）の積であるから，ＣＤの値は必ずしも９に比例せず，９が大きい

（小さい）場合でも 青が小さい（大き／・）たらぼ・・は小さ／（大き／）な

る。 寄与率 Ｃの場合もこれと同じことがいえる 。

　２　次に（１－５）の構造要因１個で２重和の統計値

　　　　Ｘ＝　ル〃　　　　　　　　　　　　　　（２－１０）
　　　　　　‘　后

の場合は
，北・の増加率を・１（一 葦：１一・）で表わすとル１）の場合と同樹

こ

して

　　　　・一砕軌努または 幕北２守ル 　　　
（・一・１）

　　　　・一碑警努 または 碑今１三評　　　（・一１・）

であり ，（２－１１），（２－１２）の右辺の各項が寄与度 ｃＤ批， 寄与率 ｃ帆 である 。

　　　　　　　　　　　　　　　　（７６７）
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　ＧＮＥの投資灼は住宅，企業設備，在庫品増加など伽から成っているの

で， 「住宅，企業設備など（下位の構成項目）の寄与度，寄与率を合計すると ，

投資（上位の構成項目）の寄与度，寄与率が得られる」。な畦次ら凄，幻＝　切
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　尾
であるから，切の寄与度の和は（２－１１）より

　　　　　　　　　　　１　　　　　　　　１
　　　　亭（北・ザ九・１ｌ）丁一（北・ｒ北・１）万　　　　　

（２－１３）

であり ，幻の寄与度（２－８）と一致する。寄与率の和の場合もこれと同様にし

て証明し得る 。

ふ場合によっ
ては投資の増加率勤（一午・）に対する住宅企業設備な

どの寄与度，寄与率が必要になることが予想される。その時ＧＮＥの増加率Ｇ

に対する寄与度 ＣＤ砒， 寄与率 Ｃ椛 から邸に対する寄与度，寄与率が求められ

るたらば大変便利である 。「住宅，企業設備など（下位の構成項目）の寄与度

Ｃ刀批（寄与率Ｃ帆）を，それの合計　Ｃ１）肌（　Ｃ肌）で除すことによっ て， 投資
　　　　　　　　　　　　　　　　后　　　　　　后
（上位の構成項目）の増加率＆に対する寄与率が得られ，それにｇゴ を乗ずるこ

とによっ て寄与度が求められる」。これは次のようにして証明することができる 。

　投資灼と住宅，企業設備など柵との間には

　　　　幻＝　北批 　　　　　　　　　　　　　　　　（２－１４）
　　　　　　后
の関係があり ，これは（２－１）と同じ構造要因１個の場合であるから，尤， の増

加率＆に対する寄与度 ０Ｄ乞危， 寄与率 ｃ乞比 は（２－８），（２－９）においてＸ＝幻 ，

幻＝仙を代入すればよい。従って

　　　　　　　　　　　　　１　　　　 ｃ玖 ＝（北。， 后・」北。，后）　　　　　　　　　　　　　（２－１５）
　　　　　　　　　　　　　北１‘

　　　　　　　　　　　　　ユ　　　　 ｃ乞灼＝（北。，ｒ北。，后）　　　　　　　　　　　　　（２－１６）
　　　　　　　　　　　　北２｛一北〃

そして，ＧＮＥの増加率Ｇに対する寄与度は（２－１１）より

　　　　　　　　　　　　　１
　　　　 Ｃの肌＝（北・ザ北・１ｌ）疋

であるから，その合計は

　　　　　　　　　　　　　　　１　　　　　　　　１
　　　　孕叫一亭（切一北・鳩）ム ー（北刎一北・付　　　〔

’・． （２‘１４）〕

（７６８）
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従つ て

　　　　　ＣＤ帆 五２〃一九、鳩

　　　　甘・、比‘ 、，一北、， 　　　　　　　　　（２－１７）
　　　　后
これは（Ｈ１）と一致するル１・）１こ・（一 葦：一１）を掛げると

　　　　　０Ｄ帆　　　　火２批一尤１〃
　　　　邸　・刀、比＝ 　五１， 　　　　　　　　　（２■１８）
　　　　　后
これは（２－１５）と同じである。次にＧに対する寄与率 ｃ批 は寄与度ｃＤ肌 をＧ
　　　　　　　　　　　　　　ＣＤ眺で除したもの，すなわち　０。比＝　　　であるから
　　　　　　　　　　　　　　Ｇ

　　　　　ｃ■ｏ批　　　　　ｃ肌Ｇ　　　　　ｃ肌

　　　　粋 ＝恥・＝ 恥　　　　　　（Ｈ９）
とたり ，寄与度をそれの合計で除したものは寄与率をそれの合計で割ったもの

に等しい。以上のことから

　　　　　　　　Ｃ１）帆　　　　　　　　０肌
　　　　ｃ咋叩～または邸恥　　　　

（｝２０）

　　　　　　　Ｃ刀眺　　　　　　　Ｃ眺
　　　　Ｃ％＝ 粋または 押　　　　　（外２１）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（証明終り）

　１－４構造要因２個で単純分類の場合

　１．　（１－６）の構造要因２個で単純分類の統計値

　　　　Ｘ＝ル
１ｌ１

　　　　　　　　　　　　　　（３－１）
　　　　　　乞
の１時点に対する２時点の比率を求めると

　　　　音一労ら哨：舟廿　　　　 （ポ・）

ｘ仰及びらの増加率を

　　　　
・一音一１・勤一１１：一１咋舟 一・ 　　　 （ポ・）

とすると ，（３－２）は次のようになる 。

　　　　・・け（１・・）（１・・）廿
　　　　　　　　　　　　　　　（７６９）
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一プ玲孤・・叶帥）呼
右辺第１項は（３－１）より１にたるから

　　　　　　　　　　　～Ｚ。 ・

　　　 Ｇ＝写（９汁叶帥）ム
’

１一亭（肘プま舳）努

（３－４）

（３－５）

（３－４），（３－５）の右辺に（３－３）を代入すると

・一亭／（１ザ～）ら十（舳～・（物 一～）（・
一・）／圭

（ポ・）

１一亭／（炉～）～・（ら 一～）北・・（伽
一～）（１ザ１・）／是

ム

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（３－７）

（３－４）と（３－６）の右辺の各項が寄与度であり ，（３－５）と（３－７）の各項が寄与

率であるから

　　　　　　　　　　　 北。ん　　　　ん　　　 ｃｏＦ（＆・叶帥）ムまたは丁　　　　
（３・８）

　　　・一（肘ま舳）妙 または 岩ム 　　 （ト・）

　　　但し，ん ＝（五。ｒ北１ヶ
）Ｚ。汁（Ｚ２５－Ｚ．５）五。汁（北２ｒ～）（Ｚ２ゴーＺ１‘）（３－１０）

（３－１０）はまた次のようになる 。（３－８）より

　　　Ａ ＝（釣十行十９沽）劣１‘Ｚ１‘

　　　　 一／（１・邸）（１柵）一１／久山一（麦１：１：１１）舳

　　　　 ＝伽１．ｒ北。ん　　　　　　　　　　　　　（３－１１）

寄与度，寄与率の内訳は必要ない時は（３－１１）で分子を計算するとよい 。

　２．（１）（３－４），（３－５）より明らかたように，寄与度，寄与率は部分集団の値

北の増加率９による分（第１項）と，単位数割合Ｚの増加率“こよる分（第２項）

及び９と プの複合による分（第３項）に分げることができる 。この関係は（３－１）

と（３－６）により図で示すことができる 。一今横軸にＺ ，縦軸に〃 を表わすと

（３－１）の右辺の各項は図３－１の矩形で示され，　 １時点から２時点への値の変

化は短形の差で表わされる。そして，矩移の差をＡ，Ｂ，Ｃに区切ると，それ

　　　　　　　　　　　　　　（７７０）



　　　　　　　　　　　　寄与度 ・寄与率の理論と応用（関）　　　　　　　　　　　　１５

らは（３－６）の右辺の第１項，第２項，第３項に相当し，これを１時点の矩形

の合計Ｘ。で除したものが寄与度である。図３－１ａ）の９，だ 共にプラスの

時はＡ・Ｂ・Ｃの関係は明瞭であるが，９，ブのいずれか一方または双方がマ

イナスの場合は図の見方に注意すべきである。ｂ）の９はブラス，ヅはマイナ

スの時は，Ａは破線の部分を含みＣと重複しており ，ＢとＣはマイナスであ っ

てＡから差引かたげれぱならたい 。

　　　　　　　　　　　　図３－１寄与度とその内訳

　　　　　 ａ）ｇ，７＞Ｏの場合　　　　　　　　　　　ｂ）ｇ＞Ｏ，７＜Ｏの場合

　　　　　Ｘ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｘ

ｘ：

１ｉ，　　１。、　　　　　　　　Ｏ

　（２）（３－４），（３－６）の右辺第１項はブ：Ｏ従ってＺ、＝Ｚ、 と仮定した時の寄与

度であるから，第１項の合計は２時点の集団構造が１時点と同じと仮定（標準

化）した時の・統計値Ｘ（＝ル１）の増加率Ｇ８の値といえる。そして，標準化

した時の・賄の統計値を〃とすると・それは昨篭 一１を玲につ
いて解いた

　　　　ム３＝ Ｘ・ （１＋Ｇ８）　但し，Ｇ３＝　（寄与度の第１項）　　　（３－１２）

によっ て得られる 。

（・）寄与度寄与率の値は・と １及び１時点の 妻（部分集団の帥格差指数）

とｚ（単位数割合）によっ て決まるのであ って，９，プ が大きい（小さい）時で

　〃もアが小さい（大きい）たらぱ寄与度，寄与率は小さく（大きく）なる 。

　９と グの符号が異なる時は，第１項と第２項の相殺によっ て寄与度が小さく

たり ，場合によっ ては９がプラス（マイナス）であるのに寄与度がマイナス（プ

ラス）に変ることがあるが，それは１９１よりも１〔が大きいからである 。第１

　　　　　　　　　　　　　　　　　（７７１）



１６　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第３３巻 ・第６号）

項よりも第２項の方が絶対値が大きい時はｌｇＫｌプ１を意味する 。

　たお，ブ がマイナスであ ってもそれは単位数割合Ｚ＝犯／！Ｖが滅ったのであ っ

て， 単位数物そのものは増加した場合があり得ることに注意すべきである ・

　３　産業分類では鉱業，建設業，製造業を第２次産業とするのであるから ，

「鉱業，建設業，製造業（下位の部分案団）の寄与度，寄与率を合計すると第２

次産業（上位の部分集団）の寄与度，寄与率が得られる。しかし，その内訳の第

１項，第２項，第３項それぞれの合計は，第２次産業のデータから計算した第

１項，第２項，第３項と一致しない。」これは次のようにして証明することが

できる 。

今上位の部分集団の値を １。
単位数を伽その割合をら（一寺）とし・そ

れの下位の部分集団の値を伽単位数を～その割合を！
・（今）とする

と

　　　　仰物＝　幻、物、　従って　仰ＺＦ　仰、ら、　　　　　　　（３－１３）
　　　　　　　８　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　８

である。さて，下位の部分集団の寄与度
ｃＤ・・ は（３－８），（３－１０）のサフィック

ス乞をたに替えれぱよいから，それを Ｓについて合計すると

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１　　　　～ ／（兄・ボ劣… ）Ｚ・１・ ・（Ｚ・ゼＺ・１・）北・１・ 十（北・パ北・１・）（Ｚ・ボＺ・・）け（１）

そして上位の部分集団の寄与度 ｃＤ１ は，
（３－８），（３－１０）より

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１　　　　 ／（五・ｒ北・・）１・汁（１・ｒＺ・１）北・汁（五・ｒ北・・）（ＺｒＺ・１）１ム 　　
（１１）

（ｉ）と（ｉｉ）の第１項，第２項，第３項をそれぞれ比べると ，（３－１３）より　 久・ん＝

　北。ゴ、Ｚ．５、， 伽Ｚ２Ｆ　～
、Ｚ２ク、

であるから
８　　　　　　　　　　　　　　　　　８

　　　　　（北，づ、一
～、
）１，５、＝ ル、‘、１１５、一北。山　　　　　　　（・）

　　　　８　　　　　　　　　　　　　　　　ｓ

　　　　　　　（北。ｒ北。５）１．Ｆ北。５１．ｒ〃。５ 　　　　　　　（ａ’）

　　　　別。５、一１１５、）北１５、＝ ル、ゴ、１。‘、一北。ん　　　　　　　（ｂ）
　　　　８　　　　　　　　　　　　　　　　８

　　　　　　　（１，ｒｌ。‘）劣１Ｆ〃。ｒ北１ん　　　　　　　　（ｂ
’）

　　　　Ｘ伽、一北。５、）（１，５、一１。ゴ、）弍ん一ル＾ボル
・１・Ｚ・１・

十北・ん（・）
　　　　 ８　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ８　　　　　　　８

　　　　　　　（北。ｒ北。づ）（１．ｒｌ。‘）＝北。５１．ｒ〃。ｒ北・ん十北・ん　　（・
”）

　　　　　　　　　　　　　　　　　（７７２）
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（ａ）と（ａ’ ）， （ｂ）と（ｂ’），（ｃ）と（ｃ’）は一致しない。　ところが（ｉ）と（ｉｉ）の第１

項～第３項を合計すると

　　　　（ａ）十（ｂ）十（ｃ）＝北２５Ｚ２５一五１５Ｚ１５

　　　　（ａ’）十（ｂ一）十（ｃ一）＝五２５ Ｚ２５一五１５Ｚ１５

であり ，両著は一致する。　　　　　　　　　　　　　　　（証明終り）

　それでは，下位の部分集団の寄与度の内訳の和が上位の部分集団の寄与度の

内訳と一致しないのはどのような理由によるのであろうか。（３－１３）より　幻

＝　エづ、ム　であ って，上位の部分集団の値 五、 は下位の部分集団の値 五、、 を
　８　　物

単位数割合
刀”

をウニイトとして加重平均したものであるから，（３－１）のＸ
　　　　　　物

の増加率Ｇの場合と同様に，幻の増加率＆も幻、の増加による分とムの
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　物
増加による分とに分離できる。ところが上位の部分集団の寄与度 Ｃ１）乞 を計算

する時は，（３－８）より明らかなように，＆の中に含まれる下位の部分集団の

単位数割合の増加による分を無視して，＆は全部幻の増加によるものと仮定

してＣＤｌの値を計算するのであり ，理論的には不正確であるといえる 。

　下位の部分集団の寄与度の和と上位の部分集団の寄与度とが，その内訳の値

を異にするのはこのような事情によるのであり ，前者の値の方がより正確であ

ることがわかる 。

　４．　（３－１）の単位数割合Ｚ‘が時問的に一定の時は，Ｚ．ＦＺ。‘，ブ５：Ｏであるか

ら（３－４）～（３－７）の右辺第２項，第３項がＯにたり ，寄与度，寄与率は次のよ

うである 。

　　　　　　　 北。ん　　　　（五。ｒ～）Ｚ。ケ
　　　　ｃ刀Ｆ劉　　　　または　　　　　　　　　　　　　　　　（３－１４）
　　　　　　　　Ｘ．　　　　　　　Ｘ１

　　　　・一音呼 または（雫碧
Ｚ・

　　　 （ト１１）

この場合は，構造要因は２個であるが変化するのは部分集団の値 北のみである

から，構造要因１個の（２－１）と同じタイプになる。従って ，（３－１４） ，（３－１５）

は（２－８），（２－９）と形式的には若干違っているが実質的には同じものである 。

それは寄与度，寄与率の式が次のように変形し得ることから明らかである 。

　　　　　　　　　　　　　　　　（７７３）



１８

構造要因１個の場合は，Ｘ＝　仰

より構成項目の割合物は　吻 ＝

寺であるから・（・一８） ，（・一１）

は

　　　Ｃ－０乞＝９‘〃ク

　　　 Ｃ、＝亙物
　　　　　Ｇ

この場合は ，

立命館経済学（第３３巻 ・第６号）

　　　　　　　構造要因１個の場合と同様に ，

与率の合計によっ て上位の部分集団の寄与度，寄与率が得られる。」それは先

の証明において（ａ）と（ａ’）の右辺第１項にＺ．ＦＺ．５，Ｚ．５、＝Ｚ。ヶ、 を代入すると

　　　　　（伽、一 ～、）Ｚ。ケ、＝ 伽Ｚ．ｒ北。ん
　　　　８
　　　　　（尤。ｒ～）Ｚ．Ｆ伽Ｚザ～Ｚ．５

となり ，両者は一致することによっ て証明し得る 。

構造要因２個の場合は，Ｘ＝　仰Ｚ‘

より部分集団の割合吻は〃Ｆ
幻ら
　　　であるから，（３－１４） ，（３－１５）
Ｘ

は

　　　
０■０｛＝９‘〃５

　　　 ・乞＝五吻
　　　　　Ｇ

　　「下位の部分集団の寄与度，寄

　１－５構造要因２個で２童分類の場合

　１．　（１－９）の構造要因２個で２重分類の統計値

　　　Ｘ＝　　柵Ｚ〃
　　　　　　乞　５

の場合は，ｘ～，ｚ〃の増加率を

　　　　・一 嚢１，昨麦１：１－１・～
一１１：１－１

とすると，（３－１）の場合と同様にして

・一

岬舳・十舳
・）

呼
であり ，これの右辺に（４－２）を代入すると

　　　　Ｇ＝　　１（棚 一北。〃）１。〃十（１。〃一１。〃）北。〃
　　　　　　乞　ｊ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１　　　　　　　　　　　　　　 ＋（北・ザ北・・）（Ｚ・ザＺ・１・）／ム

従っ て， 寄与度 Ｃのり，寄与率 Ｃ．５は

　　　　
・咋（勤・・～・舳

・） 廿また１よ 智
　　　　　　　　　　　　　　　（７７４）

（４－１）

（４－２）

（４－３）

（４－４）

（４－５）
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　　　　・戸（洲昔舳・）呼”また１主 ≠気　 （・・）

　　　　　但し，Ａ〃＝（北２〃一九１〃）Ｚ１〃十（１２〃一１１〃）北１〃

　　　　　　　　　　　　　　　　　十（九。ザ～ノ）（１。ザ１。〃）　　（４－７）

（４－７）の右辺はまた

　　　　んゴ＝ 切プＺ。〃一北。〃Ｚ．５プ 　　　　　　　　　　　　（４－８）

となる。寄与度，寄与率の内訳は必要ない時は（４－８）で分子を計算するとよ

い。

　この場合「寄与度 Ｃ～をハこついて合計すると標識バこよる単純分類の場

合の寄与度 Ｃハが得られ，また〔こついて合計すると標識プによる単純分類

の場合の寄与度 ＣＤ５ が求められる。しかし，それは寄与度が一致するだげで

あっ ｔ， その内訳の第１項，第２項，第３項は単純分類のデータから計算した

結果と一致しない」。同様のことが（４－６）の寄与率 ｃりの合計についてもいえ

る。 ２個の標識クとゴで２重分類された場合の寄与度，寄与率をハこついて合

計するということは，下位の部分集団の寄与度，寄与率を合計して上位の部分

集団の寄与度，寄与率を求めることであるから，以上のことはユー４の３で述

べたと同様にして証明することができる 。

　２．　（４－１）の単位数割合１〃が一定の時は，１。〃＝Ｚ２〃，～＝Ｏであるから

（４－３）～（４－７）の右辺第２項，第３項はＯになり ，寄与度，寄与率は次のよう

である 。

　　　　　　　　．五。〃１。〃 　　 一　（柵 一柵）１。〃　　　　ＣＤり一＆ｒＸ１または 　ム 　　　　　（４－ｇ）
　　　　～一害呼・または（芳乎”　　 （・１・）

この場合は２個の構造要因のうち変化するのは～のみであるから，構造要因

１個で２重分類の（２－１０）と同じタイブになる 。

　そして ，「寄与度（４－９），寄与率（４－１０）をノ（または主）に関して合計すると ，

標識左（またはゴ）による単純分類で単位数割合Ｚが一定の時の寄与度（３－１４） ，

寄与率（３－１５）が得られる」 。

　　　　　　　　　　　　　　　　（７７５）
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　３　１－３の３で述へたように，構造要因１個の場合はＧに対する寄与度，

寄与率を＆に対する寄与度，寄与率に変換することができるのであるが，構

造要因２個の場合はこの変換は不可能である。しかし，２個の構造要因のうち

ｚが一定の場合はこの変換が可能であ つて，「下位の部分集団の寄与度，寄与

率を，それの合計で割ることによって上位の部分集団の増加率＆に対する寄

与率が得られ，それに裁を乗ずると寄与度が得られる」。これの証明は次の

ようである 。

　今全国の平均賃金の増加率Ｇに対する地域別，産業別寄与度，寄与率がわか

っており ，東京の平均賃金の増加率＆に対する産業別寄与度，寄与率を得た

いとする。東京の平均賃金幻とその産業別平均賃金榊との問には，東京に
おげる産業別雇用者数割合をｌ１１（一青）で表わすと

　　　　幻犯Ｆ　伽～従って　幻＝　伽Ｚり　　　　　　　　　（４－１１）
　　　　　　　５　　　　　　　　　　　　　　　　５

の関係がある。これは構造要因２個で単純分類の場合であるから，北臼の増加

率＆に対する寄与度 ｃ刀り，寄与率 ｃ｛ゴ は， （３－８），（３－９）及び（３－１１）にお

いてＸ＝抑，幻＝～，ＺＦＺ弓を代入すればよい。故に

　　　　　　　　　　　　　　　　１　　　　
ｃ－０むゴ＝（北２，ノＺ’２１一北１，１Ｚ‘１１）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４－１２）

　　　　　　　　　　　　　　　尤１５

　　　　　　　　　　　　　　　　１　　　　 ｃ｛ ＝（五。，〃。ｒ北。，。１一。。）　　　　　　　　　　　（４－１３）
　　　　　　　　　　　　　　北２５・久１５

そして，全国の平均賃金の増加率Ｇに対する東京の産業別寄与度 ｃ～は ，

（４－５），（４－８）より

　　　　　　　　　　　　　　　　１
　　　　ｃＤザ（北・・Ｚ・ザ北・・Ｚ… ）ム

これをバこついて合計すると ，（４－１１）より
　北、 Ｚ，＝ 　北，１Ｚ，１（但し，Ｚ。＿伽 ，Ｚ。ゴ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３　　　　　 ．ｗ
一斧）であるから

　　　　　　　　　　　　　　　　　１　　　　　　　　　　　１
　　　　亭ｃＤり＝ 亭（北・・Ｚ刎 一五・・Ｚ・・）ム ＝（仙 ‘北・・

Ｚ・

吋
従つ て

ｃ～ ＿九。〃１。ザ～ルノ
）］Ｃ１０〃　一　　１北２‘Ｚ２５一北１づＺ１５

５

（４－１４）

（７７６）
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（４－１４）は（４－１３）と異なるから裁に対する寄与率は得られない
。

　しかし，東京の産業別雇用者数割合が一定の時は，Ｚ、〃：Ｚ、〃，Ｚ，ＦＺ、ヶ，Ｚケ
斤

１いあ１ ・また・１一午一午である１・ら，（・一１・）は

　　　　　ｃ～ ＿（五・ザ北。，。）１。，Ｌ（北。，。一北。，。）～
　　　　　Ｃ刀ぺ（北。臼一北。，）１。，一 　劣。。一刃。，

　　　　５
　　　　　　　 ＿五。〃１ケ ダ九。〃１５ ブ
　　　　　　　 ｉ　 五、ｒ久、， 　　　　　　　　　（４－１５）

（４－１５）は（４－１３）と同じであるから＆に対する寄与率が得られる
。これに

邸（一１：１－１）を掛げると

　　　　　 ＣＤり
北。，。１’。。一北。，。～

　　　　勘理・帖ｒ　　北、， 　　　　　　　　（４－１６）
　　　　　５
（４－１６）は（４－１２）と一致するから＆に対する寄与度が得られる。そして，Ｇ

に対する寄与率 Ｃ，、

はＣ
，、＝Ｃ～であるから

　　　　　　　　　　　　　　Ｇ

　　　　　ｃ１）り ｃ，。

Ｇ＿ｃ，。

　　　　巫の。、■ 理，、Ｇ一 理，、 　　　　　　　（４－１７）
　　　　５　　　　　　５　　　　　　５

故に・寄与率 ｃ〃によっ ても（４－１５），（４－１６）が成立する。以上のことから

　　　　　　　　 ０Ｄり　　　　　　　 Ｃ，フ　　　　Ｃ咋り・刀 。、 または り・，フ 　　　　
（・一１・）

　　　　　　　　５　　　　　　　　　　　　５

　　　　 ・１一鉄フまたは 余、 　　　　 （・一１・）

　　　　　　５　　　　　　　　　　　　プ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（証明終り）

　１－６実質増加率の寄与度，寄与率

　１．時系列比較の時は名目増加率に対する寄与度，寄与率だげではなく ，実

質増加率に対する寄与度，寄与率が必要になる。実質増加率の場合は，２時点

の金額を１時点価格評価の実質金額に変換し，それと１時点の名目金額を用い

て１－３～１－５で説明したやり方で実質増加率に対する寄与度，寄与率を計算す

ればよい。従って・ここで説明したげればたらたい問題は比較時点の実質金額

の求め方であるが，それを消費支出の場合で説明しよう
。

　　　　　　　　　　　　　　　　（７７７）
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　まず消費支出の総額のみが問題の時は，（１）物価指数の総合指数で１時点に対

する２時点の物価上昇率を計算し　（２）それで２時点の消費支出総額Ｘ。をデフ

レートして実質総額Ｘ
。＊

を求めるとよい 。

　次に費目別支出の寄与度を計算する場合は，（１）物価指数の費目別指数を用い

て１時点に対する２時点の費目別物価上昇率を求め，（２）それで２時点の費目別

支出 北。 をテフレートして１時点価格評価の実質支出
北・’

に変換し・（３）北・’ を

合計して２時点の実質消費支出総額Ｘ
。戸

を得るとよい 。

　費目別寄与度を求める場合，２時点の消費支出総額Ｘ。を総合指数の上昇率

でデフレートして求めたＸ
。＊ を用いないのは次の理由による 。　 ａ）Ｘ

。＊

はど

の費目も価格上昇率が総合指数の上昇率と同 ．じと仮定して実質化したものであ

り， この仮定が満たされることはめ ったにないから，尤。’ の合計Ｘ
。’

の方が

より正確である。ｂ）ム・は　般にＸ。と一致しないから，Ｘ
。＊

の伸び率Ｇ
＊

（一 箸一・）は 北・’ から算出される実質寄与度の合計に等し／鰍いとい１

鯨があるカ｝による時はその伸ぴ率 叶薫 一・）は実質寄与度の合計

と同じ値にたる。実際上はム＊とＸ
。’

の差は僅少でありＧ＊とＧ’が同じ値

になることも多いのであるが，Ｘ
。’

の方が理論的にすぐれているのでそれによ

るべきであろう 。

　しかし，その反面次の２つの問題点があることに注意しなげれはならない 。

ｃ）　般に利用される消費支出総額の実質増加率はＧ＊であるから，上述のや

り方で計算した実質寄与度の合計はそれと一致せず若干のギャヅ ブがある ・

ｄ）実質費目別支出の合計Ｘ
。’

の値は，費目別支出の実質化を中分類につい

て行った場合と，細分類について施した時とでは同じでないから，どの段階の

費目を実質化したかによっ て実質総額の増加率Ｇ’が異たり ，従って同じ費目

の寄与度，寄与率の値が違ってくる 。

　２　実質増加率に対する寄与度，寄与率はまた，名目増加率に対する寄与度 ，

寄与率がわかっているならば，それから求めることもできる。まず構造要因１

個の場合は，（・一・）よ１名目寄与度は 峨であ１実質寄与度は 峠で
（７７８）
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あるから，両者の比較によっ て

　　　　（実質寄与度）＝（名目寄与度）×且　　　　　　　　　　　　（５－１）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　＆

であり，これをＸの実質増加率Ｇ’で割ると実質寄与率が得られる。また ，

（ト・）よ１僻与率は 音寒 ・実質寄与率は 告董 であるから ，
　　　　（実質寄与率）一（名目寄与率）・音音　　　 （・切

であ って，これにＧ’を乗ずると実質寄与度が得られる 。

　次に構造要因２個で単純分類の場合は，（３－８）より名目寄与度は（＆十ブ汁

帥） 升実質寄与度は（出・出） 廿であるから，両者の比較に

よつ て

（実質塞携）一（名目雛）・音
　　　　（　第２項）＝（　第２項）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　’　　　　（　第３項）＝（　第３項）×且
　　　　　　　　　　　　　　　　　　９ゴ

（５－３）～（５－５）の合計によっ て実質寄与度が得られる 。

えられている時は（３－９）より

（実質葵預）一（名目窮）・音音

（　第２項）：（　第２項）

（第・項）一（第・項）・音吾

（５－３）

（５－４）

（５－５）

また，名目寄与率が与

（５－６）

（５－７）

（５－８）

（５－６）～（５～８）の合計によっ て実質寄与率が得られる。構造要因２個で２重分

類の場合も，これに準じて寄与度，寄与率を名目から実質へ変換することがで

きる
。

　１－７増分の寄与度，寄与率

　今までは統計値の増加率に対する寄与度，寄与率を説明してきたのであるが ，

次に統計値の増分に対する寄与度，寄与率を求める方法を説明しよう 。今統計

　　　　　　　　　　　　　　　　（７７９）
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値Ｘが構造要因２個の単純分類の場合とすると，（３－６）の両辺にＸを乗ずる

　　　　ムと・ Ｇ＝万一１であるから

　　　　Ｘ２－Ｘ三＝ 　｛（北２５一尤１ク）Ｚ１‘十（Ｚ２‘一Ｚ１づ）兄１‘十（北２‘一北１‘）（Ｚ２‘一Ｚ１‘）｝　（６－１）

　　　　　　　　４

となる。これは統計値Ｘの増分Ｘｒムが各部分集団の増加による分の和に分

解されたことを示しているから，右辺の各項が寄与度である。そして ，（６－１）

の両辺を増分Ｘ。一ムで除すと

１一亭／（炉～）ら十（い碧等 （～一～）（い）／ （６－２）

であり ，これの右辺の各項が寄与率である 。なお（６－２）は（３－７）と同じであ

る。

　以上のことから　（１）増加率に対する寄与度に１時点の統計値ムを乗ずるこ

とによっ て増分に対する寄与度が得られ，（２）寄与率は増加率の場合も増分の時

も同じ値である，ことがわかった。この関係は構造要因２個で２重分類の場合

や構造要因１個の場合にも妥当する 。

　１－８寄与度，寄与率の結合

　１．今までは隣接する１～２時点問の増加率に対する寄与度 ００１２，寄与率
ｃ１２ であったが，場合によっ ては１～３時点間の増加率が間題であり ，それに

対する寄与度 ｃ１）１３，寄与率 ｃ１３

を知りたいことがある。その時は１時点と３時

点のデータから計算しなくとも，隣接時点間の寄与度，寄与率の値を用いて求

められるたらほ便利である。次にその方法を説明しよう 。

　今統計値Ｘが構造要因２個の単純分類の場合とする。隣接時点問の寄与度は ，

その内訳を考えたい時は（３－８），（３－１１）より

　　　　　　　　　　　　１　　　　二１１１：ｌｌ１二１１１；二１１１１二１１１１１１１二／１）

　　　　　　　　　　　　ム

であるから（簡単のために部分築団の記号｛は省略した），１～３時点問のＸの増

　　　　　　　　　　　　　　　　（７８０）
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加率Ｇ．３ に対する寄与度 ｃの１３ は次のようになる 。

・功一汽砧一／（砧一砧）・（砧一幻！）／圭

　　　　　　　　　１　＝（Ｃり・・ム十ＣＤ１・疋）ム

２５

（７－１）

また，隣接時点間の寄与率は（３－９），（３－１１）より

　　　　　　　　　　　ユｌｌｌ：ｌｌｌｌｌｌｌｌｌｌ１二１１１１１１１二１１１１１１：１二１い

であるから ，Ｃ１）１３ はまた次のようになる 。

　　　 ・功・一／・鴉（トム）…（兄一Ｘ）／＋　　　 （ト・）

（７－１）は寄与度を結合して寄与度を求める式であり ，（７－２）は寄与率を結び付

けて寄与度を得る式である。そして，寄与度をＸの増加率Ｇで割ると寄与率に

　　　　　　　　　　　　ムーＸ。なるから ，（７－１），（７－２）を　　　　（＝Ｇ１３）で除すと１～３時点問の寄与率
　　　　　　　　　　　　　Ｘ．
Ｃ１３ を求める式が得られる。故に

　　　　　　　　　　　　　　１　　　 ｃ１３＝（ｃＰ２３ ×２ ＋ｃ０１２ ×１）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（７－３）
　　　　　　　　　　　　　ムーＸ。

または 一ト（ムーム）…（ムーム）／走ム　　　 （ト・）

以上は１～３時点間の寄与度，寄与率を求める式であるが，１～４時点等の場

合の式もこれに準じて導くことができる 。

　なお，（７－１）～（７－４）で得られるのは１～３時点間の寄与度，寄与率の値で

あっ て， その内訳の第１項～第３項の値は不明である。今寄与度の第１項～第

３項をｃＤＩ ，ｃＤ■，ｃの皿 で表わすと

　　　 …蝸一／・・…青…吋／女　　　　 （卜・）
　　　 ・咋／・へ董…峠／麦　　　　 （ト・）

　　　 Ｃの皿 。＝Ｃ１）。ｒＣのＩ 。一ＣＤ■ 。　　　　　　　　　　（７－７）

であ って（証明は省略する），これを計算するには１時点と２時点の北 とＺが必

　　　　　　　　　　　　　　（７８１）
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要である。そのようなデータが要るのであれぱ，むしろ１時点と３時点の北 と

Ｚを用いて直接１～３時点間の寄与度の第１項～第３項を計算する方が便利で

あろう 。従って，結合方式による寄与度，寄与率の計算はその内訳をみたくと

もよい場合に有効な方法といえる 。

　以上統計値が構造要因２個の単純分類の場合で説明したのであるが，統計値

が構造要因２個の２重分類の場合や構造要因１個の場合であ っても，全く同じ

式で寄与度，寄与率を結合することができる 。

　２．以上は名目の寄与度，寄与率の場合であるが，実質の場合はどのように

たるであろうか。今１～３時点問の物価上昇率でデフレートして求めた実質金

額を 北”，それで計算した寄与度をＣＤ”で表わし，隣接時点間の物価上昇率で

テフレートした場合を〆，ｃＤ０とする。統計値Ｘが構造要因２個の単純分類の

場合は，部分集団の値 北もＸと同様に総合指数の上昇率でテフレートして実質

化されるから，１～歩時点間の総合指数の上昇率をＰ．３で表わすと ，

ｌｌニギムさ１ふ差／

である。さて，実質の場合の（１）は

　　　　　　　　　　　　　１１１１１１：ｌｌｌｌ１二１１１；∴ｌｌｌｌｌｌｌｌｌｌｌｌｌｌｌｌｌｌｌ

であり ， １～３時点問の実質寄与度 ｃ刀
”１３

は

胆）

（ｉＹ）

・咋（ル州女一／（ル仙）・（篶ら一舳／去
ところが胆），（ｉＶ）より

　　　　〃
・一
仙一芸１１ １・一 尭ら一（ノ・１・一砧） 六一ｃ粋

故に・〃１・一（Ｃ粋… １・ム）去　　　　 （卜・）

また，実質の場合の（ｉｉ）は

（７８２）
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　　　　　　　　　　１１１１１１１１１１二１１１二１∴ｌｌｌｌｌｌｌｌｌｌｌｌｌｌｌ１二；卜

であるから，Ｃの
”１３

はまた次のようになる 。

　　　　・州・一／宕：（汁ム）十～（汁ム）／＋　　　 （卜・）

そして・１一・鮪問の実質寄与率”は（ト・）・（ト・）を 汽ム（一”）

で除せぱよい 。

　なお消費支出の場合のように，構成項目北 を費目別指数の上昇率でデフレー

トして実質化する時は，（７－８），（７－９）において総合指数の上昇率Ｐの代りに費

目別指数の上昇率力を用いればよい。但し，この場合はＸ 。，
Ｘ３ 及びＸ

’３

が

費目別実質値の合計であり ，その値が得難い時は（７－９）によることはできな

い。 また実質寄与率 ｃ” 。は，Ｘの増加率Ｇが寄与度の合計に等しいことを利

用して，（７－８）で求めたＣＤ
”１３

をそれの合計　ｃ１）”３で除して計算するとよい 。

２　寄与度，寄与率の応用

　以上，集団構造を加法的に表わす３つのタイプの統計値（基礎統計値や統計的

測度）の，寄与度，寄与率を求める式とその性質を説明した。次に，具体的な

例で統計値の寄与度，寄与率の求め方とその結果の見方，使い方を説明しよう 。

まず，２－１では構造要因１個の場合の寄与度，寄与率を国民総支出（ＧＮＥ）

の例で述べ，２－２では物価変動を除いて実質金額を求めた上でそれを計算する

場合を世帯の平均消費支出の例で説明する。次に，２－３では構造要因２個で単

位数割合が一定の場合を五分位階級別消費支出の例で述べ，２－４では構造要因

２個で単位数割合が異なる　般的な場合を給与の地域格差の要因分析の例で説

明する。最後に，２－５では統計値の変化を増分で表わした場合を死亡率の例で

示すことにする。更に物価上昇率の場合の寄与度，寄与率を説明すべきである

が， それに関連して説明すへき問題がいろいろあるので，ここではスベ ースの

　　　　　　　　　　　　　　　　（７８３）
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都合で省略し別稿に譲ることにする 。

　なお，具体例の計算表では増加率は小数第１位まで，寄与度，寄与率は小数

第３位まで記してあるが，計算はもっと多くのげた数の数字で行った。従って ，

表の値によっ て計算を試みても結果が一致しない場合があることに注意された

い。

　２－１国民総支出（ＧＮＥ）の寄与度，寄与率

　昭和５７年度の経済成長率（実質ＧＮＥの対前年度比）は３．３％であ った。この

成長率はどのような構成項目の増加によっ て達成し得たのか，その要因を知る

ために構成項目別寄与度，寄与率を計算しよう 。

　実質ＧＮＥをＸ，それの構成項目を抑で表わすとＸ＝　仰であり ，構造

要因１個の場合であるから，寄与度，寄与率は（２－４）～（２－９）によれはよい 。

ここでは寄与度をＣ功＝切云
北１’

で計算し　寄与率をｑ＝ 董三芳で求め

ることにする。この場合は実質値が与えられているから，計算過程で実質化の

手続きは必要でたい 。

　計算結果は表１－１のとおりであ って，経済成長率３．３％に対する寄与度は

民問最終消費支出が２．４劣で一番大きく ，国内総資本形成と輸出等の寄与度は

僅か０．３劣とＯ．１劣にすぎたい。これを寄与率で言うと民間最終消費支出の寄

与率が７２劣で圧倒的に大きく ，他の項目の寄与率は国内総資本彩成１０劣，政府

最終消費支出６劣，輸出等４劣，輸入等 一８劣であり ，内需８８劣，外需１２劣

の寄与となるから，内需特に民間消費依存の成長であったことがわかる 。（輸

入等は控除項目であるから寄与度，寄与率の値は符号を変えて加算しなげれぱならた

い。）民間最終消費支出の寄与が大きいのは金額の割合 北１／疋が多いうえに伸

び率９も一番高いからであり ，それに次いで金額割合の多い国内総資本形成と

輸出等の寄与が小さいのは，伸び率が僅か１．Ｏ％と０．７劣と振わなかったこと

によるのである。たお，国内総資本形成の寄与度がＯ．３刎こすぎない理由を知

るために，それの構成項目の寄与度，寄与率を見ると（表１－２の（２），（３）欄），主

として民問及び公的企業設備と民問住宅のプラスの寄与を，在庫品増加のマイ

　　　　　　　　　　　　　　　　（７８４）
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表１－１実質ＧＮＥの伸び率と寄与度，寄与率（昭和５７年度）

２９

項　　　目
５６年度 ５７年度
（１） （２）

伸び率 増分（３）
寄与度

（４） （５）

寄与率
（６）

１０億円 １０億円 ％１ １０億円 ’

民問最終消費支出 １０３，３３５ ．６ １０８，０９２．５
％

４． ６ ４， ７５６ ．９ ２． ３９５ ０． ７２０

政府最終消費支出 １８，９５９ ．Ｏ １：１；１；ガ ２． ０ ３８８ ．３　　　■ ０． １９５ Ｏ． ０５９

国内総資本形成 ６４，６９３ ．７ １． Ｏ ６５６６　 １ ０． ３３１ ０． ０９９

輸　　出　　等 ４０，０２１ ．８ ４０，２８２．６ ０．
７ ２６０．８ Ｏ． １３１ ０． ０３９

（控除）輸入等 ２８，３６０．３ ２７，８１２．４ 一１ ．９ 　　　■５４■９１ 一〇．２７６ 一〇．０８３

国民総支出
１９８，６４９ ．７ ・・閉・１ふ・１舳・ い… １． Ｏ００

（備考）１５ト（４〕÷１９８ ，６４９．７　（６〕＝１４〕÷６，６１０ ．６

（出所）経済企画庁編『国民経済計算年報』昭和５９年版
。

表１－２国内総資本形成の寄与度，寄与率（昭和５７年度）

項　　　目
伸び率　（１） 　・・％に対する 　ｊ　 １・％に対する

高度 　寄高率１寄あ率ｉ寄高度
ｌ１姜隷蚕　住　　宅公企業設備的一般政府　在庫品増加

％ ％

国内総資本形成　　　　　１．Ｏ　　　　Ｏ．３３１

　　　　　１
・…ｌ１…１１・１・

　　　　１２）（備考）１４ト砺）　１５Ｈ４〕ｘユ．０１４９但し。ユ．０１４９％は国内総資本形成の伸び率
。

（注）公的企業の在庫晶増加の伸ぴ率がプラスであるのに，その寄与度，寄与率がマイナスになるのは，在庫晶
　増加の金額（従って金額割合）がマイナスのためである 。

ナスの寄与が相殺したためであることがわかる 。

　以上はＧＮＥの伸び率３．３劣に対する国内総資本彩成の構成項目の寄与度
，

寄与率であるが，国内総資本形成の伸び率１．Ｏ％に対する寄与度，寄与率を得

たい・国内総資本形成の構成項目の３．３劣に対する寄与度（または寄与率）を
，

その合計で割ることによっ て１劣に対する寄与率が得られ，それに１％を掛げ

ると寄与度が求められる 。それを計算すると表１－２の（４），（５）欄のとおりであ

る。

（７８５）
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　２－２　消簑支出の寄与度，寄与率（１）　費目別

　総務庁統計局の家計調査によると，昭和５７年の全世帯の平均消費支出は５６年

に比べて実質で２７劣増加した。それがとのようた費目の増加によるものであ

るかを知るために，費目別寄与度，寄与率を求めよう 。

　消費支出の総額をＸ，費目別支出を幻で表わすとＸ＝　幻であり ，構造

要因１個の場合であるから，寄与度，寄与率は（２－４）～（２－９）によれぱよい 。

ここでは寄与度を・ハー汽
五１８

で計算し得られた寄与度をそれの合計で

除して寄与率 Ｃ１ を求めることにする 。（（２－４），（２－６）より寄与度の合計はＸの増

加率Ｇに等しい。Ｙの増加率により求めたＧでたく ，寄与度の合計で除すと４捨５入の

誤差を免れ得る。）しかし，その前に５７年の消費支出を５６年価格で表わした実質

金額に直すことが必要であるので，費目別に５６～５７年の物価上昇率を計算し ，

それで５７年の名目支出を除して実質支出を求めた（表２（５）欄）。 費目別実質支出

の合計によると，５７年の消費支出の実質伸び率は２．８劣であ って，最初に述べ

た伸び率２．７％よりも１劣高い。２．７劣は名目総額を総合指数でデフレートして

実質化した場合の伸び率であり ，表２で計算する寄与度，寄与率は伸び率２
．８

刎こ対するものである 。

　表２の（７），（８）欄によると，寄与度が一番大きい費目はこづかい等（こづかい ，

交際費，仕送り金）であ って，消費支出の伸び率２．８％の１／３近くを占めており ・

次に大きい諸雑費，食料，教養娯楽を加えると，この４費目の寄与度の和は

２． ２％（寄与率の和は７８．５％）になり８割近くの寄与をなしている。実質伸び率

そのものは教育もこづかい等や教養娯楽と同様に大きいのであるが，教育は支

出割合 北。／Ｘ。が小さい（３．７劣）ために寄与度が小さくなったのである。他方

伸び率の低い食料の寄与度が大きいのは支出割合が大きい（２８．８％）からであ

り， これと同様のことが交通通信についてもいえる 。

　なお食料，住居，光熱 ・水道，保健医療及び交通通信を基礎的な生活上の欲

求を充足させる必需的支出とし，残りを生活の質的向上を欲する選択的支出と

すると（正確にはどの費目の中にも必需的支出と選択的支出が含まれているのである

が， どちらの色彩が濃いかによって区別した），選択的費目の寄与率は７５．９％であ

　　　　　　　　　　　　　　　　　（７８６）
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表２ 　消費支出の実質伸ぴ率と寄与度，寄与率（昭和５７年）

３１

全国，全世帯

項　 １票
物価指数 　消費支出 　葎び纂寄与度寄与率

　　　　　　　 （。）１５研５６年断目）１５７年肝目）ｉ５７年冨質）
。）（。）（。）

総額１０４．９１０７．７２４０
，０１４

食料１０５．３１０７，２６９
，１８３

住居１０４．０１０７，１１１
，１５９

光熱 ・水道１０７．７１１１ ，５ 　１５，３１０
家具 ・家事用品　　１０４ ．５　１０５，３　　 １０，１３６

被服及び履物　 １０４ ．０ 　１０７，０ 　１７，９５３

保健医療１０２．８１０５ ．８ 　６，０２９

交通通信１０３．４１０８，７　 ２０，２１３

教育１０７．５１１４．１８
，７７１

教養娯楽１０５．０１０７，０　 ２０，４６６

諸雑費１０４．５１０６，４１２，５３３
こづかい等　　　　　　　４８，２６０

合　 計１

円　　　円　　　円　　％　　％
２５３，ユ６９

７１ ．３４２　　　　７０．０７８　　　　１ ．３　　　　０．３７３　　　０．１３５

１１ ．５１３　　　１１ ．１８０　　　０．２　　　０．００９　　０．Ｏ０３

１５．８６６　１５．３２５　０．１　０．Ｏ０６　０．００２

１０．４７０　　　　１０．３９０　　　　２．５　　　　０．１０６　　　０．０３８

１８．５６８　　　　１８．０４７　　　　０．５　　　　０．０３９　　　０．０１４

６． ３５２　　　　　６ ．１７２　　　　２．４　　　　０．０６０　　　０．０２２

２１ ．７９２　　　　２０．７２９　　　　２．６　　　　０．２１５　　　０．０７８

９． ７０１　　　　９ ．１４０　　　　４．２　　　　０．１５４　　　０．０５６

２１ ．７５３　　　　２１ ．３４６　　　　４．３　　　　０．３６７　　　０，１３３

ユ４．０６９　　　　１３ ．８１８　　　１０．３　　　　０．５３５　　　０．１９４

５１ ．７４２　　　　５０．３９７　　　　４．４　　　　０．８９０　　　０．３２３

１・・・・…１・・１・…１・…

（備考）１）「こづかい等」は総合指数によって実質化した 。
　　　　　　｛４）　　　　　　　　　（５）　　　　　　　　　　（５）・（３〕　　　　　　　　　（７〕

　　２）（５トー一　（６ト　 ーユ　（７ト　　　　（８ト
　　　　　（２〕／（１〕　　（３）　　　２４０．０１４　　２

’（７〕

（出所）総理府統計局ｒ家計調査年報』昭和５７年
。

って必需的費目よりも寄与が大きい。そして，選択的費目の５６年の支出割合

北／Ｘ（＝〃）は４９．２劣で寄与率 ｃよりも小さいから，選択的費目の実質伸び率

９は消費支出総額の実質伸ぴ率Ｇよりも高く ，従って必需的費目の９はＧより

も小さいことがわかる 。（なぜならぱ，後で述べる（８－１）よりＣ……〃 たらぱ９毫Ｇ
　　　　　　　　　　　　　ｃＧ
であるから。）（２－９）より９＝　　 であるから，これによっ て選択的費目と必
　　　　　　　　　　　　　〃
需的費目の実質伸び率を計算すると４．２％とユ．３％である

。

　２－３　消費支出の寄与度，寄与率（２）一五分位階級別，費目別

　昭和５７年の勤労者世帯の平均消費支出は実質で３１劣増加した（名目総額を総

合指数で実質化した時の伸び率）のであるが，それがどの所得階級の，また’どの

ような費目の伸びによるものであるかを，年問収入五分位階級のデータで分析

しよう 。

　勤労者世帯全体の平均消費支出総額をＸ，世帯数をＮとし，五分位階級別の

　　　　　　　　　　　　　　　　（７８７）
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平均消費支出の総額を 北，， 費目別支出を 北，１，世帯数を物，世帯数割合をら
（一
音一÷）とすると・１Ｆ抑であるから・幸舳幸柵１であ

る。 これは構造要因・個の・重分類の場合の式と同じであ１
・１（一÷）杯変

のために寄与度，寄与率は（４－９），（４－１０）によればよい。ここでは寄与度を

・功
・一北宥岬によって計算し得られた寄与度をそれの合計で除して寄
与率 ｃ。フ を求めることにする。この計算は五分位階級ことに表２と同じ計算表

を作って行えばよい。まず５７年の費目別支出を５６年価格の実質金額に直してか

ら寄与度を計算するのであるが，その際，寄与度の分母は勤労者世帯全体の消

費支出総額ムであ って，五分位階級ごとの消費支出総額～ではないことに

注意すべきである。そして寄与率の計算は，全部の五分位階級の寄与度を求め

た後に，それの合計で寄与度を除して行うのである 。

　この場合勤労者世帯全体の消費支出総額Ｘの実質値は，五分位階級別の実質

総額（表３－１（３）欄の合計）を平均することによっ て得られ，それを用いてＸの

実質伸び率Ｇ’を求めるのである。また，　Ｚが一定の場合は（４－４）は　Ｇ＝

　　　　　　　１砕（北ｒ北・）１ムとたることから明らかなように・全部の五分位階級の寄

与度の合計によってもＧクが得られる。表３－２の右下の欄の数字３，１３１は全都

の寄与度の合計であるからＧ」３．１％であり ，故に，この場合は総合指数で

実質化した時の伸び率と費目別実質額の合計による伸び率とは同じ値である 。

　表３－１は第Ｉ階級の寄与度，寄与率の計算表であり ，表３－２は第Ｉ～第Ｖ階

級の寄与度をまとめたものである。表３－２の寄与度を横に（五分位階級づについ

て）合計すると勤労者世帯全体の費目別寄与度が得られる（１－５の２参照）。 ま

ずそれを見ると，こづかい等の寄与度が飛び離れて高く ，次に諸雑費，教養娯

楽及び食料が大きく ，この４つの費目で８割余りの寄与とな っている（寄与度の

合計は２．５％，寄与率の和は８０．９％）。 これを五分位階級別に見ると，こづかい等

の寄与度はどの階級においても一番大きく ，そして第皿～第Ｖ階級の寄与度は

はぼ同じ大きさであるから，こづかい等の伸び率ｇ’〃は低所得層程高いと考

えられる・そ帆（・一・）よ／寄与度は・～一邸峨であ１ ・同じ費目の

　　　　　　　　　　　　　　　　（７８８）
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　表３－１第Ｉ五分位階級の消費支出の実質伸ひ率と寄与度，寄与率（昭和５７年）

全国，勤労者世帯

項　　　　目

総　　　　額
食　　　　料

住　　　　居

光然 ・水道
家具 ・家事用品

被服及ぴ履物

保健医療
交通通信
教　　　　育

教養娯楽
諸　雑　費
こづかい等

合　　　　計

消費支出（第Ｉ階級）
５６年（名目）ヨ５７年（名目）；５７年（実質）

　（１）１（２）１（３〕

　　円
１６９．７９９

５４．４８８

１２．５００

１１ ．８６６

６． ８２９

１０．８１３

４． ８１２

１５．６３９

４． ２９２

１２．２７０

８． ２５７

２８，０３３

　　円
１７８．７７５

５６ ．４５８

１３．１８２

１２．１７３

６． ８５０

１０．７５６

５． １４１

１６ ．５４０

４． ６６６

１２．８５６

９． ４３７

３０，７１８

　　円

５５．４５７

１２．８００

１１ ．７５８

６． ７９８

１０．４５４

４． ９９５

１５．７３４

４． ３９６

１２．６１６

９． ２６８

２９ ，９１９

１７４，１９５

実質
伸び率
（４）

１． ８

２．
４

－Ｏ．９

－Ｏ．５

－３ ．３

３．
８

０． ６

２． ４

２， ８

１２．２

６．

７

％

２． ６

３． １％に対する

寄与度
１５）

Ｏ． ０７７

０， ０２４

－Ｏ．Ｏ０９

－Ｏ．Ｏ０２

－０．０２９

０． ０１５

０． Ｏ０８

０． Ｏ０８

０． ０２８

０． ０８０

０． １５０

％

・．
・１・１

寄与率
（６）

Ｏ． ０２５

０， ００８

－Ｏ．Ｏ０３

－Ｏ．００１

－Ｏ．Ｏ０９

０． ００５

０． ００２

０． Ｏ０３

０． ００９

０． ０２６

０． ０４８

・・
１１・１

２． ６％に

対する
寄与率
　（７）

Ｏ． ２２０

０， ０６９

－Ｏ．０２６

－Ｏ．００６

－Ｏ．０８３

０． ０４３

０． ０２３

０． ０２３

０． ０８０

０． ２２９

０． ４２９

１． ＯＯＯ

　（備考）１）物価指数は表２参照 。

　　　２）Ｘ
１冒２５１ ，２７５円，寄与度の総計＝３ ，１３０

　　　　　　｛３〕　　　　　　　　　　　　｛３〕一｛１〕　　　　　　　　　　｛５〕　　　　　　　　　（５）
　　　３）１４ト　　１　１５）ヨ 　　　　　１６〕昌 　　　（７〕＝
　　　　　　（１〕　　　　　　５ｘ２５１ ．２７５　　　　　３．１３０　　　　　２１５）

　（出所）表２参照 。

支出柵は所得の低い階級程小さいのが普通だからである。そして，諾雑費の

寄与度は主に第Ｖ，第１Ｖ階級によるものであり ，教養娯楽の寄与度はほとんど

第Ｖ階級と第１階級によっ ており ，また食料では第１Ｖ，第皿階級の寄与が大き

い。 以上の費目のほかに比較的寄与度が大きいのは交通通信，家具 ・家事用品 ，

教育，住居であるが，交通通信は第１Ｖ階級の大きな寄与度を第皿階級のマイナ

スの寄与度が相殺しており ，住居も第Ｖ階級と第Ｖ階級の問に同様のことが見

られるが，家具 ・家事用品と教育は五分位階級の寄与度に大きな差異は見られ

ない 。

　次に表３－２の寄与度を縦に（費目ハこついて）合計すると，五分位階級別消費

支出総額（費目別実質額の合計）の寄与度が得られる。それによると，第皿階級

を除くと所得の高い階級はど寄与度が大きく ，特に第Ｖ階級の寄与度が著しい

のであるが，それは所得が高くなるにつれて消費支出総額～が大きくなるだ

けではなく ，伸び率ｇらも大きいからである。第皿階級の総額の寄与度が小さ

　　　　　　　　　　　　　　　　（７８９）
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表３－２五分位階級別，費目別寄与度（昭和５７年）

全国，勤労者世帯

項　　　　目
Ｉ
（１）

％

ＩＩ

（２）

％

皿
（３）

食　料０
，０７７－Ｏ．０１５０，１１８

住居０
．０２４０，０３９－０，０２３

光勲 ・水道 一〇．００９－０，０１５－Ｏ．Ｏ０５

家具 ・家事用品　 一〇．Ｏ０２　　０．０４１　　０，０４１

被服及び履物　 一０．０２９　　０．００１　　０．Ｏ０４

保健医療　Ｏ．０１５　０．Ｏ０７　０
，０２１

交通通信　Ｏ．００８　０，０５９－Ｏ
．１６２

教育Ｏ
．００８０．０２２０，０２５

教養娯楽　Ｏ．０２８　０．０９７　０
，０５９

諾雑費Ｏ．０８００．０５６０
，０５７

こづかい等　Ｏ．１５０　０．２２４　０
．２２８

％

１Ｖ

（４）

％

　　　　平　　　均Ｖ
（５）　　寄与度　　寄与率
　　　　（６）　　　（７）

％ ％
０， １２３　　　－Ｏ．００２　　　　　０．３０１　　　　　０，０９６

－０．０９４　　　　　０．１６５　　　　　０．１１１　　　　　０．０３６

０， ０１２　　　－０．Ｏ０２　　　－Ｏ．０１９　　　－０．Ｏ０６

０． ０１１　　　　　０．０５２　　　　　０．１４３　　　　　０．０４６

０， ０４１　　　－０，０３０　　　－０，０１３　　　－Ｏ．００４

－０．０１５　　　　　０．０３７　　　　　０．０６５　　　　　０．０２１

０． ２２０　　　　　０．０５６　　　　　０．１８１　　　　　０．０５７

０． ０１８　　　　　０．０６６　　　　　０．１３９　　　　０，０４５

－０．０１１　　　　　０．２１３　　　　　０．３８６　　　　　０．１２３

０． １５１　　　　　０．３３９　　　　　０．６８４　　　　　０．２１８

０． ２９７　　　　　０．２５４　　　　　１ ．１５３　　　　　０．３６９

合　 計ぴ…１・・１・ひ…１・・・・・・…１・・１・・１・ ・…

実質伸び率・… 　ユ… 　工… 　ユ・・・・…１
（備考）実質伸び率は費目別実質額の合計により算出した 。

いのは交通通信がマイナスの寄与度（従ってマイナスの伸び率）になったためで

あるが，それは５７年の支出が減ったというよりも５６年の支出が異常に大きか っ

たことによるのである 。

　たお，第Ｉ階級の消費支出の実質伸ぴ率は２６劣で最低に近いが，その要因

を明らかにするために２６〃こ対する寄与率を求め，勤労者世帯全体の寄与率

と比べてみよう 。表３－１の（５）欄の寄与度（または（６）欄の寄与率）を，その合計で

除すと２．６〃こ対する寄与率が得られ，その結果は（７）欄のとおりである。それ

によると，こづかい等の寄与率が４２．９劣で一番大きく ，これに諸雑費と食料を

加えた３費目で８７．８労の寄与率とたっている 。これと表３－２の（７）欄とを比較す

ると，勤労者世帯全体と比べて第Ｉ階級は食料の寄与が著しく高く ，更にこづ

かい等，保健医療，諸雑費の寄与が大きいが，その代り教養娯楽，教育，交通

通信の寄与が小さく ，また被服及び履物，光熱 ・水道はマイナスの寄与が大き

いのであって，第Ｉ階級は必需的費目の寄与が高く選択的費目の寄与が低い傾

向があるといえる 。

　　　　　　　　　　　　　　　　（７９０）
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　２－４給与の寄与度，寄与率　　地域格差

　寄与度による増加率の要因分析の方法はまた，統計値の地域格差の要因分析

に利用することができる。給与の地域格差は同じ産業，同じ企業規模など，同

一条件のグノレープの給与水準の差によっ て生ずるのであるが，更に給与の高い

グノレープの雇用者数が相対的に多いか少いかによっ ても影響されるので，給与

の地域格差の要因分析はクループ別の平均給与の差と人数割合の差とによっ て

行われなげれはならない。国税庁の民間給与実態統計調査（昭和５４年分）による

と， 東京国税局管内の平均民問給与は大阪国税局管内よりも３．３劣高い。それ

はどのような産業の給与の格差と人数割合の差によっ て生じたのであるかを調

べてみよう 。

　雇用者全体の平均給与をＸ，産業別の平均給与を幻，雇用者数割合をＺ５ と

すると ，（１－１）より　Ｘ＝　〃５である。これは構造要因２個の単純分類の場
　　　　　　　　　　　　｛
合であるから，寄与度，寄与率は（３－４）～（３－９）によればよい。しかし，それ

らの式のＧ，９はＸ，北の増加率の記号であるから，代りに格差率の記号刀 ，

脱用いることにする
・刀（一音一・）

１鰯者全体の平均給与の格差率であ

１・
・（一青一１）は産業別平均給与の格差率である・従って・舳ま（・刈

　　　　　　　　　　　 北。んは刀＝ 　（６，十プ，十６，ブ，）　　　となる。今サフィヅクス１を大阪，２を東京　　　　 ｛　　　　　　　Ｘ。

として，大阪に対する東京の格差率の産業別寄与度を　ｃ刀Ｆ｛（北。ｒ～）Ｚ。汁
　　　　　　　　　　　　　　　　１（Ｚ・ｒＺ・・）久・汁（兄・ｒ北・１）（Ｚ・ｒＺ・・）｝ムで計算すると表４のとおりであ乱表

４の（７）欄は寄与度のうち平均給与の差による分，（８）欄は人数割合の違いによる

分， （９）欄は両者の複合による分である
。

　まず（５），（６）欄の格差率を見ると（プラスの格差率は東京の方が値は大きいことを

意味するから），平均給与は繊維工業と卸小売業以外は東京の方が高く ，人数割

合は製造業の全部門と卸小売業のほかは東京の方が多い。そして，多くの部門

で人数割合の格差率 プの値は６の値よりもずっと大きいから，寄与度の第ユ項

よりも第２項の方が絶対値は大きいものが多く ，また第３項も無視し得ない値

であり ，産業別寄与度は人数割合の差の影響が非常に大きいことがわかる。化

学工業と金属機械工業はプがマイナスのために，６がプラスであるのに寄与度

　　　　　　　　　　　　　　　　（７９１）
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はマイナスにな っている。次に¢◎欄の寄与度を見ると，サービス 業， 金憩保険
業， 運輸通信公益事業，建設業のプラスの寄与度を卸小売業，化学工業，繊維

工業のマイナスの寄与度が相殺して３．３劣の格差率とな っており ，サービス業

と鈎小売業の寄与が大きい。そして，第１項の和は東京の人数割合が大阪と同

じ（１。＝Ｚ。，。＝Ｏ）と仮定した時のＤの値であるから，産業別平均給与の差によ

る格差率（給与効果）であり ・第２項の和は東京の平均給与が大阪と同じ（北２＝

久。，♂＝０）と仮定した場合の０の値であり ，産業別人数割合の差による格差率

（人数効果）を表わし・第３項は平均給与の差と人数割合の差の複合による格差

率（複合効果）といえる。大阪に対する東京の平均民問給与の格差率３．３％のう

ち１．９劣が給与効果，Ｏ．９％が人数効果，Ｏ．５劣が複合効果である。なお，何

欄の寄与率は値の大きなものが多く中にはユＯＯ劣以上のものがあり ，寄与の程

度がわかり難い。それは１）の値が小さく ，寄与度にプラスのものとマイナスの

ものがあるためであ って，このような場合は寄与率は役に立たたいといえるで

あろう 。

　表４の繊維工業からその他の製造業までと卸小売業からサービス業までの寄

与度をそれぞれ合計すると，製造業と第３次産業の寄与度が得られる。しかし

それは，製造業及び第３次産業の平均給与と人数割合から計算した結果と，寄

与度の値は一致するが，その内訳の値は等しくたらないのであり ，理論的には

表４から求めた値の方が正しいといえる（１－４の３参照）。 今表４より製造業及

び第３次産業の平均給与と人数割合を求め，それによっ て計算した寄与度と表

４の寄与度の合計とを比べると次のようであ って，以上のことが確認され，特

に第１項の違いが著しい 。

デ　　タより計算 表４よ　り計算

第１項　第２項　第３項　　寄与度　　第１項　第２項　第３項　　寄与度

製造業　
２，
４１３－７，７０３－Ｏ．４８０＿５．７７０ 　１，８６５＿７，６３４＿ｏ．０１１＿５，７８０

第３次産業　　 Ｏ． ６０７　６．０１５　０．０６９　　 ６， ６９１　－Ｏ．３８１　６ ．６８３　０．３８０　　 ６． ６８１

注　製造業の平均給与と人数割合は大阪は３，０２０千円，３９．ユ４％，東京は３，２０８千円，３１．３６％であり ，第３次
産業のそれは大阪は３，０６３干円 ，５２．８６％，東京は３，０９８干円 ，５８．８５％

。

（７９３）
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　２－５　死亡率の寄与度，寄与率

　昭和５５年の京都市の死亡率は人口１，ＯＯＯにつき６．３であ って・名古屋市の死

亡率５．２よりも１．１ポイソト高い。年齢によって死亡率に差があるから全体の

死亡率は人口の年齢構成の影響を受げ，高齢者の多い人口ほど高くなる傾向が

ある。従って，死亡率の差は京都市と名古屋市の死亡の強度の違いを正確に表

わすとはいえないのであ って，それを死亡の強度の違いによる分と人口の年齢

構成の違いによる分とに分げることが必要であるが，それは死亡率の差に対す

る年齢別寄与度，寄与率を計算することによっ て可能になる 。

　今死亡総数をＤ，年齢別死亡数をＰ１， 人口総数をＰ，年齢別人口をＰ１・ そ

の割合をら（一音）とし全体の死亡率を ’・・年齢別死亡率を吻で表わす

と

仁多“音音“仙

である。これは構造要因２個で単純分類の場合であるから，寄与度，寄与率は

（３－４）～（３－１０）によれぱよい。しかし，ここでは増加率でなく増分（死亡率の

差）が問題であるから，寄与率の式はそのままでよいが，寄与度はこれらの式

にＸ。を乗じて修正しなげればならない（１－７参照）。 そして，寄与度・寄与率

を死亡率の場合の記号で表わすためにｘ＝ゴ，拘＝吻を代入すればよい。今

名古屋市と京都市をサフィックス１と２で表わし，その死亡率の差に対する年

齢別寄与度をｃＯＦ｛（刎、ｒ刎、５
）Ｚ。汁（Ｚ．ｒＺ。‘）～十（刎。ｒ刎。‘）（Ｚ．ｒＺ。ク）｝によっ

て計算し，次に寄与度をその合計で割って寄与率を求めると表５のとおりであ

る。（５）欄は寄与度のうち年齢別死亡率の差に・よる分，（６）欄は人口割合の違いに

よる分，（７）欄は両者の複合による分である 。

　まず，寄与度の第１項は３０～３９歳以外は全都マイナスであ って，特に７０歳以

上のマイナスの寄与が大きく ，第１項の合計は 一０３であり京都市の方が般

に死亡率は低いことを示している。次に，第２項は２０～２９歳以外は５９歳までマ

イナスであるが，６０歳以上はプラスであって且つその寄与が大きく ・京都市は

相対的に高齢者が非常に多いことがわかる。そして，６０歳以上のグループでは

　　　　　　　　　　　　　　　　　（７９４）
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表５　死亡率の差と寄与度，寄与率（昭和５ｏ年）

３９

年齢 娯・帝鯖葡 （１気）な（｝（制）１寄与度寄与率

階級名高屋京。）都名高屋１京。）都（・）（・）（・） 　（・）（。）

総数　５，２３　６，２８１．ＯＯ００１ ．ＯＯ００
・～・歳・．・・１ ．… ．・・…

．・…一・．・・１一。．。１１ひ。。。一。．。。。一。．。。。

５～９ 　０
・２８ 　０・２６０・０８２７０・０７６９－０．Ｏ０２－Ｏ．Ｏ０２ 　０．ＯＯＯ－０．Ｏ０３－０．Ｏ０３

１０～１９ 　０
・３２ 　０・２５０・１４９６０．１４６５－０，０１０－Ｏ．００１ 　０，０００－Ｏ．０１１－０．０１１

２０～２９ 　０
・５１ 　０・４６０・１６０６０．１６９７－Ｏ．Ｏ０８ 　０．Ｏ０５－Ｏ．０００－Ｏ．００４＿０．００４

３０～３９ 　０
・８９ 　０・９９０・１８１１０．１６８６ 　０，０１８－Ｏ．０１１－Ｏ．００１ 　０．００６ 　０．００６

４０～４９ 　２
・３５ 　２・３１０・１４４５０．１３０８－Ｏ．００６－０．０３２ 　０，００１－０，０３７－Ｏ．０３６

５０～５９ 　５
・７５ 　５・３９０．１０１００．１００８－０，０３６－Ｏ．Ｏ０１ 　０，０００－０，０３７－Ｏ．０３６

６０～６９ 　１４・６７　１４・３２０．０６４００．０７５７－Ｏ．０２２ 　０，１７２－Ｏ．００４ 　０．１４５ 　０．１３９
７０～７９ 　４４・７１４１・６９０・０３６００．０５０９－０ ．１０９ 　０，６６６－０．０４５ 　０．５１２ 　０．４９１
８０～ 　１３１・１０１１９・４６０・０１０１０．０１５３－Ｏ．１１８ 　０，６８２－０．０６１ 　０．５０４ 　０．４８３

合計１ 一・・・・・・…一・… い…１・ ・…

（傭考）１５ト１（２Ｈ１〕｝×１３）　１６〕９｛１４）一（３）〕Ｘ１１）　１７ト｛（２〕一川 ×｛（４Ｈ３）｝　（９）　（８，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２（８〕
（出所）大都市統計協議会ｒ大都市比較統計年表』昭和５５年

。

第１項よりも第２項の方が絶対値は大きいので，死亡率の差はマイナスである

のに寄与度はプラスに転化しており ，そのために京都市の死亡率が名古屋市よ

りも１．Ｏポイソト高くなったことがわかる（最初に述べた死亡率の差は１．１ポィソ

トであるが，死亡率のけた数を多くとると１．０ポイソトの差になる）。

　要するに，死亡率は　般に京都市の方が低いのであるが，高齢者の割合が高

いために全体の死亡率は京都市の方が大きくなったのである。表５の第１項の

和は，京都市人口の年齢構成が名古屋市と同じと仮定して計算した京都市の標

準化死亡率（訂正死亡率）と名古屋市の死亡率との差である。従って，それに名

古屋市の死亡率を加えると京都市の訂正死亡率が得られる。今それを計算する

と４．９２（＝５．２３－Ｏ．３１）であり ，これによると名古屋市よりも京都市の方が

死亡率は低いことがわかる 。

（７９５）
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む　　す　　び

　以上寄与度，寄与率の理論とそれの実際的利用について説明してきたのであ

るが，これによっ て杜会集団現象の増加の要因分析のための統計的測度として

の寄与度，寄与率の有効さは明らかにたったであろう 。最後に，寄与度，寄与

率の難点と寄与率のグラフの利用について説明して，本稿を終えることにする 。

　１．寄与度，寄与率の難点　　　寄与度は集団の増加率Ｇを各部分集団の増

加による分の和に分解した時の各項であり ，寄与率は寄与度をＧで除して相対

化したものである。部分集団の増加にはプラスの場合もあれぱマイナスの場合

もあるから，それに応じて寄与度，寄与率はプラス，マイナスの符号をもち ，

符号によっ て寄与の方向を知ることができる。このことから寄与率には重大た

制約が生ずる。すなわち

　（１）集団の増加率ＧがＯの時は寄与率は計算できない。寄与度はその場合で

も計算可能であ って，部分集団のプラス，プイナスの変化の結果集団全体とし

ては変化がなかった事情を知ることができる 。

　（２）たとえＯでなくともＧが非常に小さい時は，都分集団の変化が全部プラ

ス（マイナス）であれは間題はたいが，プラスのものとマイナスのものが混在

する時は寄与率は著しく大きた値になり ，その意味がわかり難い場合がある

（表４参照）。

　（３）集団の増加率Ｇがマイナスの場合は，寄与率の符号は部分集団の増加の

方向と逆になることに注意すべきである。　般に寄与率がプラスの時はその部

分集団の増加はプラスを連想するのであるが，Ｇがブラスの場合はそれでよい

が， Ｇがブイナスの時は寄与率のプラスは部分集団のマイナスの増加を意味す

るのである。従って，寄与率はＧの符号を考慮に入れて見なげれぱならない 。

　寄与度による時は以上の難点を免れ得るのであるが，その代り寄与度には次

の難点があることを知らねほならない 。

　（４）寄与度の時問的比較によって部分集団の寄与の程度と方向の推移がわか

　　　　　　　　　　　　　　　　　（７９６）
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るのであるが，寄与度自体は同じように推移していてもＧが大きく（小さく）

なっ た時は寄与の程度は相対的に低く（高く）なったのである。このことの認

識は寄与度では得られないのであって寄与率によらねぱならたい。従って，寄

与度の時間的比較はＧがほぼ同じようた値の時に有効なのであ って，Ｇが大き

く異なる時は寄与率の方がすぐれている 。

　２　寄与率のグラフの利用　　　統計値Ｘが構造要因１個の場合，１～２時

点のＸの増加率Ｇ。。 に対する構成項目北の寄与率
０１２ は， 構成項目の割合を

・（一妾）で表わすと
・（ム・）よ１・・一音１・従一て 音一音であるか

ら

　　　　Ｃ１２　　　　　　　９１２　　　　一…姜１たらぱ　　……１１　　　　　　　　　　（８－１）
　　　　 〃。　　　　　　　Ｇ。。

が成止つ。すなわち，２時点の寄与率
ｃ１２

が１時点の九の割合 〃１ よりも絶対

値が大きい（小さい）時は，北の増加率劉。はＸの増加率Ｇ１。 よりも絶対値が

　　　　　　　　　　　　９大きい（小さい）。そして，一の符号のいかんはＣと〃の符号から知ることが
　　　　　　　　　　　　Ｇ
できる 。

　図８は昭和５０年度以降の実質ＧＮＥの寄与率の推移であるが，寄与率 ｃと構

成項目の割合〃が近接していてクラフ上区別し得ない年を除くと，Ｃと〃の比

較により９とＧの大小関係を知ることができる。例えぱ，民間最終消費支出の

５６年度の寄与率 ｃは５５年度の割合〃よりも小さいから，５６年度の民間最終消費

支出の増加率９はＧＮＥの増加率Ｇよりも低いが，５７年度のｃは５６年度の〃よ

りも大きいから５７年度の９はＧよりも高いといえる 。また民問住宅の５８年度の

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９Ｃはマイナスであり ，その絶対値は５７年度の〃よりも大きいから　百　は１よ

りも大きく ，そして５８年度のＧはプラスのために９はマイナスであり，民間住

宅はＧよりも大きいテソポで減少したことがわかる。表８によると民問最終消

費支出の９とＧの値は５６年度は１３劣と３５％，５７年度は４６％と３３％であ

り， また民問住宅の５８年度は 一７．３劣と３．７％であ って，グラフによる判断の

正しいことがわかる 。

　そして，２～３時点のＸの増加率Ｇ。。 に対する 北の寄与率
ｃ・・ とｃ１２ との差

　　　　　　　　　　　　　　　　（７９７）
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が余り小さくない限り

　　　　 ｃ２３≧：ｃ１２　ならぱ　　９２３ ≧＝劉２　　　　　　　　　　　　　　　　　（８－２）
　　　　　　　　　　　　　Ｇ２３　Ｇ１２

がいえ（但し，そのためには 〃。＞０でたげればならない），更にこの関係は任意の

問隔の寄与率の比較にも妥当する。それは次のようにして証明することができ

る。

（・一・）よ１・１・一 蓋：・・

・…一
菱：・・
であるので

　　　 ・昭一・１・一 養：・・一 着：・・一（竃姜１一 拳：）・・

ところが

　　　　　　　 北。 　北。／北。北。
　　　　”・＝万＝ ム／ムム ＝

であるから

１＋９
。。

１＋Ｇ
１、”・

（ｉ）

・鯛一・１・一（竃嵌一紗・

従っ て， 〃。＞Ｏの時は

　　　　　９。。 １＋９。。≧９。。　　　　　　　　　　　　　　　プよらセま　　Ｃ２３……Ｃ１２　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（ｉｉ）
　　　　Ｇ。。 １＋Ｇ。。くＧ。。

　　　　　　幽。１＋馳　　９。。 　　　　　 、　　　　　　幽。多くの場合　　　　　　　と　　　との差はさほと大きくないから ，
　　　　　　Ｇ。。 １＋Ｇ。。 　　Ｇ。。 　　　　　　　　　　　Ｇ。。
劉２
従っ てＣ２３ とＣ１２ とが余り接近していたい限りＧ。。

　　　　餐：哨舳ま・鴎≧・１・ 　　　　　
ＧＯ

がいえる。また，３～４時点のＸの増加率Ｇ。。 に対する尤の寄与率
ｃ３４

は

と

Ｃ３４

一窒：・・ であるから

　　　　・
・一…一

竃１・・ 着：・・一（嵩昔 一着：）・・

（・）と同様にして・・一 鵠・・ であるから

　　　　・・一・１・一（さｌ１哉 一養：）・・

従っ て， 〃１＞０の時は

（７９８）
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　　　　９３４　１＋劉３＞＆２
　　　　Ｇ３４ １＋Ｇ１３～＝ Ｇ１２

…し多：１ぷム

と音 との差は大き／ないから ・

音と 音故に・・１ と・１・ とが余

り接近していない時は

かぎ１：ならぼ

図８　実質ＧＮＥの構成比率（破線）と

　　寄与率（実線）の推移

８０←
。。Ｌ

４０「

サ　　　　　ｌ
ｌ…一・∴“

民閉企業設榊

　　　　　　　　　 Ｃ３４≧Ｃ１２　　　（Ｖ）

といえる 。　　　　　（証明終り）

　図８の民問最終消費支出の寄与率

ｃは５８年度は５７年度よりも小さいか

ら， ＧＮＥの増加率に対する民問最

　　　　　　　　　　　　　　９
終消費支出の相対的な増加率百は

５８年度は５７年度よりも低いのであり ，

また５８年度のｃは５４年度のｃよりも

　　　　　　　　　　９小さいから５８年度の百は５４年度よ

りも低いといえる。民問企業設備の

ｃは５４年度以降５７年度まで漸減して

　　　　　９
いるから一は次第に小さくなり ，

　　　　　Ｇ

　　　　　　　　９５８年度にやっと一が上昇に転じた
　　　　　　　　Ｇ

のである。また，民間住宅のｃは５４ ，

５５年度は滅少し，５６，５７年度は上昇

に転じたが５８年度に再ぴ下落してい

　　　　　　　　　　　９
るから，相対的増加率一も５４，５５
　　　　　　　　　　　Ｇ

年度と低下を続げ，５６，５７年度は上

川１；」作
１ｉ

土宇閉

＿Ｔ
　Ｌ

２０－

　○ト

２０ｒ　　　　　公的在岬
１；１±舳；：

　Ｏ

８０

６０
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２０「
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昭和５０５１ ５２　５３　５４　５５　５６　５７　５Ｓ年度

（７９９）
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昇したが５８年度は　　　　表８　実質ＧＮＥの増加率と相対的増加率の推移

再び低下したとい

える。しかし，５４

～５６年度と５８年度

はＣがマイナスで

あり ，その前年度

の”はプラスであ

　　　　９
るので一はマイ　　　　Ｇ

　　　　　　　９ナスにたる。一一　　　　　　　Ｇ　 （出所）経済企画庁編ｒ国民経済計算年報』昭和。。年版 。
　　　　　９の減少は　一　の
　　　　　Ｇ

１・・年度１・・１・・１・・１・・１・・

１．

増加率９，Ｇ（％）

民間最終消費支出　５ ．５ ４． ７ ０．
９ １． ３ ４． ６ ２． ９

民問住宅　３
．１ 一０．１ 一１０．０ 一１ ．９ １． ３ 一７．３

民間企業設備　９ ．７ １０．３ ７． ６ ４． ８ ２． ８ ３． ８

国民総支出１・・ ５． ３ ４． ６ ３．
５ ３． ３ ３． ７

ｚ相対的増加率ｇ／Ｇ（倍）

民問景終消費支出 １． １ Ｏ． ９ ０． ２ Ｏ． ４ １． ４ ０． ８

民問住宅
０． ６ 一〇．Ｏ 一２．２ 一〇．５ Ｏ． ４ 一２．０

民間企業設備
１．
９ １． ９ １．

７ １． ４ Ｏ． ８ １． ０

増加，従って相対的減少率が大きくなることを意味し
，　 ９の増加は互の

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｇ　　　　　　Ｇ

減少，故に相対的減少率が小さくなることを示すのである（このように 一星の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Ｇ
時はｃの変化の意味の解釈に注意しなげれぱならぬ）。 従っ て， 民間住宅は５４年度に

減少に転じ５５年度は相対的減少率が大きくな ったが，５６年度は相対的減少率が

小さくなり５７年度は増加に変った。そして，５８年度には再び減少したが，（５８年

度の石は；５５年度のｃよりも大きいから）相対的減少率は５５年度よりも小さかった 。

　　　　　　　　　　　９今これらの構成項目の百を計算すると表８のとおりであ って・グラフによる

９
一の比較の正しいことがわかる 。Ｇ

　以上寄与率のグラフの利用を統計値Ｘが構造要因１個の場合で説明したが
，

構造要因２個の時は寄与率の第１項のみについて以上の関係を利用し得るので

あり ，２個の構造要因のうち１個が一定の時に寄与率について以上の関係が妥

当するのである。そして，名目増加率に対する寄与率の場合だげではなく ，実

質増加率に対する寄与率の時にも同様のことがいえる 。

１）米沢治文「寄与率への一試論」『統計学』第２２号（１９７０年），２べ一ジ 。

２）寄与度，寄与率について説明している統計学のテキスト ，辞典に次のものがあ

　る 。

　　大阪市立大学経済研究所編ｒ経済学辞典』岩波書店，１９６５年 。

　　　　　　　　　　　　　　　（８００）



　　　　　　　　　　寄与度 ・寄与率の理論と応用（関）　　　　　　　　　　　　４５

　　受験新報編『統計学』法学書院，１９６７年 。

　　米沢治文『経済統計計量分析』目本評論杜，１９７２年 。

　　『大月経済学辞典』大月書店，１９７９年 。

　　上田尚一『統計データの見方，使い方』朝倉書房，１９８１年 。

　　関弥三郎ｒ杜会人のための統計学』玄文杜，１９８１年 。

　　高木，大屋，野村編『経済統計学講義』有斐閣ブ ックス ，１９８４年 。

　　大屋，広田，野村，是永編著『統計学』産業統計研究杜，１９８４年 。

３）寄与度，寄与率を理論的に考察した論文に次のものがある 。

　　高橋史朗ｒ増加率の分析への一工夫」総理府統計局ｒ統計局研究彙報』第１２号

　（１９６３年）。

　　米沢治文「寄与率への一試論」『統計学』第２２号（１９７０年）。

　　関弥三郎ｒ寄与率についての一考察」『立命館経済学』第２６巻第３号（１９７７年）

４）『通商白書』昭和５８年版，１４６－７ぺ一ジ 。

（８０１）




